
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年２月13日

【四半期会計期間】 第81期第３四半期（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）

【会社名】 東邦化学工業株式会社

【英訳名】 TOHO CHEMICAL INDUSTRY COMPANY, LIMITED

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　中崎　龍雄

【本店の所在の場所】 東京都中央区明石町６番４号

【電話番号】 03(5550)3737

【事務連絡者氏名】 常務取締役経理本部長　　井上　豊

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区明石町６番４号

【電話番号】 03(5550)3735

【事務連絡者氏名】 常務取締役経理本部長　　井上　豊

【縦覧に供する場所】 東邦化学工業株式会社大阪支店

（大阪市中央区南船場１丁目17番９号）

 

東邦化学工業株式会社名古屋支店

（名古屋市中区錦１丁目10番27号）

 

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

東邦化学工業株式会社(E00886)

四半期報告書

 1/17



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第80期

第３四半期連結
累計期間

第81期
第３四半期連結

累計期間
第80期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　12月31日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

売上高 （百万円） 28,624 32,267 38,549

経常利益 （百万円） 642 1,865 1,557

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（百万円） △172 1,279 317

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △286 1,738 408

純資産額 （百万円） 9,565 11,868 10,260

総資産額 （百万円） 46,238 50,041 46,687

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △8.09 60.00 14.90

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 20.5 23.6 21.8

 

 
回次

 

第80期
第３四半期連結

会計期間

第81期
第３四半期連結

会計期間

 
会計期間

 

自平成28年
10月１日

至平成28年
12月31日

自平成29年
10月１日

至平成29年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 18.79 32.10

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．第80期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第80期及び第81期第３四半期

連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、世界経済の緩やかな回復を受けて輸出が増加基調を維持、国

内では、堅調な企業の生産活動を反映して設備投資が増加、個人消費も雇用・所得環境が改善するもとで底堅く推

移するなど、外需・内需共に緩やかな回復が続きました。

　化学業界においても、石油化学製品の需要が国内外で堅調に推移し、国内エチレンプラントも高稼働が続くな

ど、良好な環境が続きました。しかし、一方で、原油価格が第２四半期を底に上昇に転じつつあり、今後の原材料

価格への影響が懸念されるところです。

　このような経営環境下、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は、界面活性剤セグメントのトイレ

タリー用界面活性剤分野や、スペシャリティーケミカルセグメントの電子材料関連分野など、幅広い分野で販売が

増加し、前年同期比36億42百万円、12.7％増収の322億67百万円となりました。

　利益面は、原材料価格の上昇に伴う原料費コストの増加や、東邦化学（上海）有限公司における営業損益黒字化

の遅れの影響があったものの、増収による収益効果により、これをカバーし、営業利益、経常利益、親会社株主に

帰属する四半期純利益、共に前年同期比で増益となりました。特に、経常利益については、前年同期に比べ為替差

損が大幅に縮小したため、また、親会社株主に帰属する四半期純利益については、２期連続で発生した厚生年金基

金解散に係る特別損失が当第３四半期連結累計期間はないため、それぞれ大幅な改善となりました。

　その結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、前年同期比２億78百万円増益の17億88百万円、経常利益

は、前年同期比12億23百万円増益の18億65百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は、12億79百万円（前年同

期は１億72百万円の損失）となりました。

 

　セグメント別の状況は次のとおりです。

 

（界面活性剤）

　トイレタリー用界面活性剤は、一般洗浄剤の大口ユーザー向けが伸長し大幅な増収となりました。プラスチック

用界面活性剤は、主力の帯電防止剤や乳化重合剤が堅調に推移し増収となりました。土木建築用薬剤は、コンク

リート用関連薬剤の国内外での販売増加により増収となりました。紙パルプ用界面活性剤は、消泡剤等の需要回復

により増収となりました。繊維助剤は、中国市場でのガラス繊維向けの販売が増加し増収となりました。農薬助剤

は、海外向けの販売を主体に若干の増収となりました。

　その結果、当セグメントの売上高は、前年同期比22億45百万円、14.7％増収の175億45百万円となり、セグメン

ト利益は、前年同期比95百万円増益の11億91百万円となりました。

 

（樹脂）

　合成樹脂は、断熱フォーム用ウレタン樹脂や、トナー用原料等の販売増加により増収となりました。樹脂エマル

ションは、フロアーポリッシュ用は苦戦したものの、金属表面処理剤等が堅調に推移し増収となりました。一方、

石油樹脂は、第３四半期に入り回復基調に転じたものの、前期、原料不足による減産の影響で落ち込んだ大口ユー

ザー向け販売の回復の遅れを挽回するまでには至らず、減収となりました。

　その結果、当セグメントの売上高は、前年同期比64百万円、3.0％増収の22億11百万円となり、セグメント利益

は、前年同期比23百万円増益の53百万円となりました。
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（化成品）

　合成ゴム・ＡＢＳ樹脂用ロジン系乳化重合剤は、海外販売が低調で減収となりました。石油添加剤は、潤滑油添

加剤等の海外販売が引き続き堅調で増収となりました。金属加工油剤は、水溶性切削油剤の大口ユーザー向け販売

増を主因に大幅な増収となりました。

　その結果、当セグメントの売上高は、前年同期比２億22百万円、5.0％増収の46億61百万円となりました。セグ

メント利益は、ロジン系乳化重合剤の販売落ち込みが影響し、前年同期比１億円減益の１億69百万円となりまし

た。

 

（スペシャリティーケミカル）

　溶剤は、一般溶剤での需要回復やブレーキ液基剤等の伸長で増収となりました。電子・情報産業用の微細加工用

樹脂は、半導体関連向けが好調で増収となりました。アクリレートは、電子情報材料関連の中国市場での販売が伸

長し大幅な増収となりました。

　その結果、当セグメントの売上高は、前年同期比11億３百万円、16.5％増収の77億75百万円となりました。セグ

メント利益は、アクリレートの中国での原料高騰の影響で、前年同期比26百万円減益の３億22百万円となりまし

た。

 

　なお、上記の各セグメント利益の前年同期比の数値は、後記（セグメント情報等）「報告セグメントごとの売上

高及び利益又は損失の金額に関する情報」の表における「報告セグメント」の比較情報です。

　その他に、各セグメントに帰属しない調整額（棚卸資産の調整額等）が12百万円（前年同期は△２億69百万円）

あります。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営の基本方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

   当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、11億18百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　また、研究開発費は、セグメント別に関連づけられないものもあるため、セグメント別の研究開発費の金額は記

載しておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 85,000,000

計 85,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,350,000 21,350,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 21,350,000 21,350,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　平成29年10月１日～

　平成29年12月31日
－ 21,350,000 － 1,755 － 896

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　20,000
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,304,000 21,304 ―

単元未満株式 普通株式　　　26,000 ― ―

発行済株式総数 21,350,000 ― ―

総株主の議決権 ― 21,304 ―

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が417株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

東邦化学工業株式会社
東京都中央区明石町

６－４
20,000 ― 20,000 0.09

計 ― 20,000 ― 20,000 0.09

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,026 8,334

受取手形及び売掛金 9,319 ※３ 11,266

たな卸資産 8,739 9,078

その他 1,330 947

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 26,415 29,627

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,544 7,218

機械装置及び運搬具（純額） 2,786 2,614

土地 3,145 3,145

建設仮勘定 59 412

その他（純額） 1,910 1,715

有形固定資産合計 15,447 15,107

無形固定資産 838 823

投資その他の資産 ※２ 3,985 ※２ 4,483

固定資産合計 20,272 20,414

資産合計 46,687 50,041
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,096 ※３ 8,436

短期借入金 7,146 7,902

1年内償還予定の社債 2,720 1,520

未払法人税等 489 243

賞与引当金 381 186

その他 2,445 ※３ 3,105

流動負債合計 20,280 21,395

固定負債   

社債 3,200 3,100

長期借入金 6,320 7,152

役員退職慰労引当金 112 －

厚生年金基金解散損失引当金 490 490

退職給付に係る負債 4,643 4,821

資産除去債務 60 61

その他 1,320 1,151

固定負債合計 16,146 16,777

負債合計 36,427 38,173

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,755 1,755

資本剰余金 896 896

利益剰余金 5,868 7,020

自己株式 △4 △6

株主資本合計 8,515 9,665

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 972 1,394

為替換算調整勘定 992 1,008

退職給付に係る調整累計額 △298 △276

その他の包括利益累計額合計 1,667 2,126

非支配株主持分 78 75

純資産合計 10,260 11,868

負債純資産合計 46,687 50,041
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 28,624 32,267

売上原価 23,488 26,754

売上総利益 5,135 5,512

販売費及び一般管理費 3,625 3,724

営業利益 1,509 1,788

営業外収益   

受取利息 3 2

受取配当金 50 56

為替差益 － 36

受取技術料 10 190

物品売却益 27 30

その他 35 30

営業外収益合計 125 347

営業外費用   

支払利息 189 197

為替差損 743 －

その他 60 73

営業外費用合計 993 270

経常利益 642 1,865

特別利益   

固定資産売却益 1 0

投資有価証券売却益 － 5

ゴルフ会員権売却益 － 0

特別利益合計 1 6

特別損失   

固定資産廃棄損 4 1

投資有価証券売却損 2 －

固定資産売却損 3 －

厚生年金基金解散損失引当金繰入額 490 －

特別損失合計 500 1

税金等調整前四半期純利益 143 1,870

法人税等 313 591

四半期純利益又は四半期純損失（△） △170 1,278

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
2 △0

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△172 1,279
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △170 1,278

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 358 421

為替換算調整勘定 △493 16

退職給付に係る調整額 18 21

その他の包括利益合計 △116 460

四半期包括利益 △286 1,738

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △273 1,739

非支配株主に係る四半期包括利益 △13 △0
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【注記事項】

（追加情報）

　（役員退職慰労金制度の廃止）

　当社は、平成29年６月22日開催の第80回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う退職慰労金

の打ち切り支給を決議いたしました。

　これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、打ち切り支給額の未払分103百万円を「長期未払金」

として固定負債の「その他」に含めて表示しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　　　　１　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形割引高 1,522百万円 1,784百万円

 

　　※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

投資その他の資産 16百万円 16百万円

 

　　※３　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末日残高及び上記１受取手形割引高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －百万円 32百万円

割引手形 －　〃 229　〃

支払手形 －　〃 405　〃

その他（設備関係支払手形） －　〃 94　〃

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 1,460百万円 1,391百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

   配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 127 6  平成28年３月31日  平成28年６月24日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

   配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月22日

定時株主総会
普通株式 127 6  平成29年３月31日  平成29年６月23日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日 至　平成28年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）３

 
界面
活性剤

樹脂 化成品
スペシャ
リティー
ケミカル

計

売上高          

外部顧客への

売上高
15,300 2,146 4,438 6,671 28,557 66 28,624 － 28,624

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － 154 154 △154 －

計 15,300 2,146 4,438 6,671 28,557 220 28,778 △154 28,624

セグメント利益 1,095 29 269 348 1,744 35 1,779 △269 1,509

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境調査測定・分析及び物流倉

庫業務等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益の調整額 △269百万円には、棚卸資産の調整額 △277百万円等が含まれております。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書計上額の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日 至　平成29年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）３

 
界面
活性剤

樹脂 化成品
スペシャ
リティー
ケミカル

計

売上高          

外部顧客への

売上高
17,545 2,211 4,661 7,775 32,193 73 32,267 － 32,267

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － 159 159 △159 －

計 17,545 2,211 4,661 7,775 32,193 233 32,426 △159 32,267

セグメント利益 1,191 53 169 322 1,735 39 1,775 12 1,788

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境調査測定・分析及び物流倉

庫業務等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益の調整額 12百万円には、棚卸資産の調整額 △３百万円等が含まれております。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書計上額の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）
△8円09銭 60円00銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）

△172 1,279

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（百万円）

△172 1,279

普通株式の期中平均株式数（千株） 21,332 21,329

　（注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月13日

東 邦 化 学 工 業 株 式 会 社

取 締 役 会 　 御 中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 蛭田　清人　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 狩野　茂行　　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦化学工業株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から

平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦化学工業株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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